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東京協会、神奈川協会、千葉協会、埼玉協会会員企業宛 

 

（社）日本ビルヂング協会連合会 

会長 髙木 丈太郎 

 

節電のための緊急行動計画の策定等について（依頼） 

 

会員企業の皆様には常日頃より当連合会の活動にご理解とご協力を賜り、深

く感謝申し上げます。 

さて、先般の東日本大震災に伴う電力供給不足により、首都圏においても、

計画停電が実施されるなど、生産・生活両面で大きな混乱が生じております。 

さらに、冷房等の電力需要が大幅に増大する６月下旬から９月中旬にかけて

は電力需給が逼迫し、計画停電のみならず、大規模停電という不測の事態も招

きかねない危機的な状況が危惧されているところであります。 

このため、経済界として総力を結集して今夏の大幅な節電に取り組むことが

喫緊の課題となっております。 

そこで、当連合会は、別紙のとおり、「電力需給緊急対策への対応について」

をとりまとめたところです。 

東京電力管内の会員企業（東京、神奈川、千葉、埼玉の各協会所属企業）の

皆様におかれましては、別紙を参考にしていただき、今夏の節電に向けた緊急

行動計画を５月中旬までにとりまとめ、当連合会に提出していただくようお願

い申し上げます。 

また、今後、緊急行動計画の実施状況について調査させていただくことがあ

りますので、よろしくお願いいたします。 

なお、国において電気事業法第２7 条に基づく電力使用制限令が発動された場

合は、改めて、追加のご連絡を差し上げることがありますので、その旨、お含

み下さい。 

ご多忙の中、誠に恐縮でありますが、事情ご賢察の上、よろしくご協力の程、

切にお願い申し上げます。 

以上 
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電力需給緊急対策への対応について 

～オフィスビル分野での緊急自主行動計画の策定に向けて～ 

 

平成２３年４月１８日 

（社）日本ビルヂング協会連合会 

１ 基本的立場 

（１）わが国経済の安定的運営のためには、大規模停電、計画停電の回避が 

必要不可欠。 

（２）電力消費量の総量ではなく、ピークカットが基本的な課題。 

（３）対策メニューについては、テナントの事業活動に十分配慮しつつ最大限

の節電を目指すことが必要。一方、テナントの主体的な対応も不可欠。 

 

２ ビル業界としての具体的な課題 

（１）一般的な省エネ手法のみでは、現下の緊急事態は乗り切れない。 

① 設備機器の運用改善（当連合会のビルエネルギー運用管理ガイドライン

のメニューを実施すれば、５～１０％程度の削減が可能）は、大型ビル

（大口契約）では、CO2 削減の観点から既にかなりの部分を実施済み。

一方、中小ビル（小口契約）では、実施余地が大きいものの、省エネ診

断等に一定の期間が必要。 

なお、当連合会大手は、設備機器の運用改善のレベルを超える節電対策

（共用部分での昼間の照明半減、エスカレータの停止、エレベータ稼働

台数の縮小、テナントへの営業時間短縮要請など）を既に実施中。 

また、冷房温度設定を２８℃超とすることは、建築物衛生法上の問題。 

 

② 設備機器の省エネ型への更新では、工期の面から、照明設備（電力消費

量の約４割）の Hf 化又は LED 化が有効であり、全面実施されれば、 

１２～２０％程度の電力消費量削減が可能。 

ただし、築年数１０年未満のビルでは既に Hf 化を実施済みのものも多

く、削減効果を割り引く必要。また、LED については、安全上、ランプ

だけでなく照明器具全体の取替えが一般的に必要でコストが高い。 

特に、中小ビル（小口契約）では更新コストの負担の問題が深刻で国の

強力な支援措置が必要。 

Hf 化又は LED 化が困難な場合、専用部の蛍光灯のランプの一部を外し

（照明の間引き）、物理的に使用できない状況をつくるという選択肢もあ

るが、テナントの同意が必要（テナントも労働組合の説得が必要）。 

 

③ 熱源・空調関係（電力消費量の約４割）では、高効率型への設備更新は、
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工期の関係から、大手・中小ともに今年の夏場に間に合わせることは困

難とみられる。なお、大手は既に対応済みのところも多く、削減効果を

割り引く必要があるほか、中小では工期に加え、コストの問題がある。 

   

④ 断熱構造化や太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入は、住宅の場合

と異なり、費用対効果が極めて低く、かつ、工期面でも困難。 

 

  ⑤ 非常用電源については、基本的には、ビル用発電機からテナント専用部 

への電源供給ができる構成となっていないため、ピークカット対応とし

ての活用は困難。 

なお、共用部についても、停電時に電力会社から受電している系統と発 

電機系統の自動切換えを行う仕組みとなっており、ピークカット対応と

して使用する際には安全装置の解除が必要。また、経済産業省への届出

と異なる運用を行うことに関し法的な確認が必要。 

 

（２）需要抑制策については、ビル事業者がテナントに協力を求めるというや

り方だけに依存するのではなく、国と経済界（電力会社を含む。）が連携し

た働きかけが必要。 

     特に、テナント専用部での対策については、電気事業法に基づく制度的対

応が不可欠。  

① 共用部等ビル事業者サイドの対応で可能な対策だけでは大幅な削減は 

困難であり、テナント専用部での電力消費（テナント設置空調、サーバ

ー、OA 機器等）についても、特にピークカットの観点から可能な対策に

テナントが主体的に取り組むことが必要。 

需要抑制策は、自主的な取組みを基本とすべきであるが、仮に使用最

大電力の制限を発動する場合にあっては、受給契約者であるビル事業者

のみならず、電力使用者であるテナントにも削減義務が課されるスキー

ムを導入すべき。 

 

    ② テナント専用部の需要抑制策の実施は、事業所（ビル）単位で行おうと

しても、テナントの属性・業種による調整がつかず、結果的に実施され

ないこともありうるので、現実的には企業単位で行うこととすべき。 

（例えば、データセンターについては、空調温度設定等についてデータ

センター業界全体で調整された明確な指針が必要。） 

 

    ③ 夏季休業時間の設定・延長・分散化、操業・営業時間の短縮・シフト等

については、あくまで事業者（企業）単位で行うべきであり、事業所（ビ
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ル）単位での輪番休館は、賃貸借契約上の問題のほか、企業単位での取

組みを阻害するおそれがあるため、避けるべき。 

 

３ 当連合会の対応方針 

３－１ 会員企業による自主的な緊急行動計画の策定 

（１）可能な省エネ・節電対策には、テナントの理解と協力を求めつつ、ビル 

業界を挙げて最大限取組むこととし、東京電力及び東北電力管内の各協会

（東京、神奈川、千葉、埼玉、仙台、新潟）所属会員企業に今夏をにらん

だ自主的な緊急行動計画の策定を要請することとする。 

 

（２）緊急行動計画の内容は、別紙１の様式によることとし、テナント企業に

おける輪番休業の導入や営業時間の短縮・シフト等、社会全体の取組みが

平行して行われることを前提として、今夏における使用最大電力（ピーク

電力）を大口契約（契約電力 500kW 以上）のビルにあっては２５％以上、

小口契約（契約電力 500kW 未満）のビルにあっては２０％以上の削減を目

指すものとする。 

  （参考） 

｛１－４，５００万 kW（今夏想定供給能力）/ ６，０００万 kW（昨夏最大需要）｝ 

× １００％＝２５％ 

 

（３）連合会としての数値目標のイメージは、電気事業法第２７条に基づく使

用最大電力の制限が行われる場合のビル事業者とテナント企業との責任分

担も考慮し、下図のとおりとする。 

なお、具体的な目標設定は、ビル毎に対策メニューの実施可能性やテナ

ント企業の社会的取組みの実施見通し等を勘案しつつ設定するものとする。 
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（４）緊急行動計画における対策メニューは、今夏まで時間的余裕がないこと

を考慮し、以下を参考に検討する。 

① 照明の省エネ化（ＨｆやＬＥＤへの転換）、共用部のみならず専用部を

含めた照明の間引き、装飾系照明の消灯等 

 

② 空調温度緩和や共用部空調の一部停止、エレベーター・エスカレーター

の運転台数制限の徹底、ジェットタオル・電気湯沸し器・暖房便座の停止、

空調・換気運転の削減、駐車場循環ファンの一部停止、共用部自動販売機

の原則停止、窓への遮光フィルムの貼付等 

 

③ テナントに対する要請事項として、個別空調の適切な温度設定や一部停

共用部（ビル全体に占める使

用電力の割合 20～40％） 

 

専用部（ビル全体に占める使

用電力の割合 80～60％） 

 

テナントの取組み

（国の措置前提） 

 

ビル事業者の取組

み（テナントの了

解前提） 

20% 

（4~8） 

 

[大口契約] 

500kw以上 

 

共用部 

25％ 

(5~10） 

 

専用部 

25％ 

（20~15） 

 

全体 

25％ 

5%（1~2） 

10%（8~6） 15%（12~9） 

社会全体の取組み 

・輪番休業、時差出勤、時差休憩、等 

・夏季休暇の長期化、分散化、等 

[小口契約] 

500kw未満 

 

共用部 

25％ 

(5~10） 

 

専用部 

18％ 

（15~10） 

 

全体 

20％ 

削減率 

ビル全体の使用電力 

（  ）内はビル全体に占める削減率 

 

※小口契約のビルについては、輪番休業等

の実施率が大口契約のビルに比べ低いもの

と想定。 

なお、削減率の内訳については、現時点で

の一定のシミュレーションをもとにしたイ

メージであり、今後の積上げ作業の結果、

変更することがある。 

 

 

 

 

 

 

※ビル全体に占める使用電力の共用部・専

用部ごとの内訳は、ビルの規模、設備の構

成、テナントの業種・活動量により異なる。 
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止、クールビズの更なる軽装化、ブラインド・カーテンの活用、こまめ

な消灯や待機電力の削減、節水、ＯＡ機器の省エネ対応の徹底等 

（この場合、当連合会中小ビル経営者連絡協議会作成のテナント向け 

省エネ啓発リーフレット（別紙 2）を積極的に活用するものとする。） 

 

④ 以上はあくまで例示であり、具体的な対策メニューは、ビル事業者、 

ビル毎に適切な方法を選択するものとする。また、テナント企業の輪番休

業等の社会的取組みの実施見通しについても、可能な限り把握に努めるも

のとする。 

 

３－２ 国等への要望事項 

（１）電気事業法第 27 条に基づく使用最大電力の制限を発動する場合にあって

は、原因者責任の原則に則り、ビル事業者とテナント企業との責任分担を

明確にするよう、国に要望する。 

 

（２）ビル業界として最大限の節電を図ることとするが、節電目標を確実に達

成するためには、６月下旬から９月中旬にかけて、製造業の管理部門を含

む業務部門のテナント企業における事業者（企業）単位の輪番休日の設定

や営業時間の短縮・シフト等を行うことが望まれる。産業部門のみならず、

業務部門についても、経済界全体としての明確な指針を提示するよう国及

び日本経団連等に要請する。 

 

（３）緊急節電対策に必要な経費について、補助金等の国による支援策の導入

を求めていく。 

  （例）照明のＨｆ化又はＬＥＤ化、タスクライトの購入、人感センサーの 

増設など。 

   また、緊急節電対策の実施段階で法令による規制等が障壁となる場合は、

該当する規制等の緩和や基準の見直しについて、関係省庁に要望していく。 

  （例）空調設定温度、室内ＣＯ２濃度、室内照明等 

さらに、公平性の確保の観点から、当連合会会員外企業のテナントビル

（東京の場合、テナントビル延べ面積の約８５％）や自社ビルに対する実

効性のある対策の指導を国に要請する。 

 

（４）東日本大震災からの早期復興対応と電力供給力の現状に鑑み、ビル業界

としては最大限の努力を惜しまないが、わが国経済は首都圏における企業

活動に依存するところが大きく、極端な節電の継続は経済活動全体に大き

な打撃となり、ひいてはわが国全体の国力を著しく低下させかねないこと
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に留意すべきである。 

首都圏直下型地震の可能性がある中、危機管理の観点からも、長年着手

されなかった周波数問題の抜本的解決を含め、わが国全体としての電力の

安定供給体制に関する中長期的計画を早急に示すよう国に要望する。 

 

以上 
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（参考） 政府及び経済界の動き 

 

（１）政府は、電力需給緊急対策本部を立ち上げ、対策を検討中。４月６日開

催の第７回幹事会資料では、東京電力管内における夏の需給ギャップを最

大ピーク時で 1500 万 kW と想定し、需要面の対策としては、 

  ① 使用最大電力のカット（平日 10：00～21：00） 

    大口需要家（契約電力 500kW 以上）25％程度抑制 

    小口需要家（契約電力 500kW 未満）20％程度抑制 

  ② 空調・照明等の節電、夏季休業時間の設定・延長・分散化、操業・営業

時間の短縮・シフト等の具体的取組に関する計画策定を需要家に求める 

③ 4 月末を目途に政府としての目標を設定 

といった方向を提示。 

   なお、大口需要家については、電気事業法に基づく最大電力使用制限が

発動される公算が高い。 

（参考）電気事業法抜粋 

第 27 条（電気の使用制限等） 

経済産業大臣は、電気の需給の調整を行わなければ電気の供給の不足が国民経済

及び国民生活に悪影響を及ぼし、公共の利益を阻害するおそれがあると認められる

ときは、その事態を克服するため必要な限度において、政令で定めるところにより、

使用電力量の限度、使用最大電力の限度、用途若しくは使用を停止すべき日時を定

めて、一般電気事業者、特定電気事業者若しくは特定規模電気事業者の供給する電

気の使用を制限し、又は受電電力の容量の限度を定めて、一般電気事業者からの受

電を制限することができる。 

第 119 条（罰則） 

 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。 

七  第 27 条の規定による命令又は処分に違反した者 

 

（２）日本経団連から関係団体・企業の自主行動計画の策定が要請されている。 

日本経団連は、3 月 30 日、資源・エネルギー対策委員会を開催。当連合会

も参画。以下のような課題について意見交換。 

  ① 産業・業務・運輸部門の操業・営業時間の短縮・分散化、土日も含めた

操業・営業曜日の分散化 

② 関東・東北圏外への一時的な生産シフト・分散化 

③ 東京に立地する事業所の夏季計画休暇制度（例えば連続 2 週間または週

休 3 日等）の導入や夏季休暇の分散 

④ 節電のための国民運動の具体的な展開 



節電のための緊急行動計画  
 

会社名：               

 

（１） 所有・管理するビル数について 

ビル数合計       棟、うち大口需要契約（500KW以上）のビル数     棟 

（２） 最大使用電力について 

①今夏（2011年度）における最大使用電力の目標削減率 

 （ビルごとに異なる場合は平均値） 

 

  ％ 

②昨夏（2010年度）における最大使用電力の実績 

（複数ビルの場合は合計値） 
※一般的には、現在の契約電力と同じ場合が多い。 

 

kＷ 

 

③今夏（2011年度）における最大使用電力の目標 

（複数ビルの場合は合計値） 

 

 

kＷ 

 

（３） 目標を達成するための具体的な方策 

 

 

①照明設備に関する対策 

 

 

 

 

 

 

 

 
②熱源・空調・換気設備に関する対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

③エレベーター等動力に関する対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

④テナントに協力を要請する対策 

 

 

 

 

 

 

（４）テナントの輪番休業や営業時間の短縮・シフト等の見通し 
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テキストボックス
別紙１



 

 私たちは、ビルの温室効果ガス（CO2）排出量の削減に取り組んでいます。 

 ２００６年４月に施行された改正省エネルギー法では、原油換算エネルギー使用量が年間１，５００ＫＬ以上の事業者はエ

ネルギー使用量の削減義務があり、テナントの皆さんの会社も私たちビル事業者も例外ではありません。 

 私たち中小型ビルは削減義務の対象に含まれませんが、社会全体の課題であり、地球の未来のために出来ることから始

めよう。と話し合いました。 

 省エネルギーを実現するためには、エネルギーの無駄を省くことはもちろん、共用部分の空調や照明、昇降機の運行など

テナントの皆様にご丌便をお掛けすることがありますが、趣旨をご理解いただきご協力のほどお願い申し上げます。 

ビビビルルルののの省省省エエエネネネにににははは、、、テテテナナナンンントトトののの皆皆皆様様様のののごごご協協協力力力ががが必必必要要要ででですすす   

一一一緒緒緒ににに地地地球球球温温温暖暖暖化化化防防防止止止対対対策策策ににに取取取りりり組組組みみみままましししょょょううう   

 

４３％ 
冷暖房空調  

４２％ 
照明コンセント 

 

ご存知ですか ビルのエネルギー消費構造 
 

ビルが消費するエネルギーの８５％はテナントの皆様に快

適にお過ごしいただくために使われています。 

 ほかに、エレベーターなどの昇降機動力で８．６％、給湯

で０．８％、約９５％のエネルギー消費になります。 
 

（出典：（財）省エネルギーセンター） 

省エネルギー＝温室効果ガス（CO2）削減＝お客様の経費削減 

テナントの皆様のご協力に感謝申し上げます 
グラフは２００９年１１月に行ったアンケートで、ご入居テナントの皆様にお聞きした結果です 

多くのテナントの皆様が、ビルの省エネにご協力いただけていることがわかりました 

子供たちの未来のために、これからも一緒にビルの省エネに取り組みましょう 

テナント自身が行っている省エネ対策
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外気導入制限

休憩空調停止

離席OA停止

退室電源遮断

休憩時間消灯

空調温度設定

実施 一部 しない 出来ない 無回答

 

ビル共用部の省エネ対策に対するご意見
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EV一部停止

残業空調停止

給湯夏季停止

残業空調時短

外気導入制限

階段照度低減

玄関照度低減

廊下照度低減

便座夏季停止

空調温度設定

トイレ消灯

給湯室消灯

するべき 容認 否認 わからない 無回答

 

４４４月月月２２２日日日   ははは   ＣＣＣＯＯＯ222ののの日日日   
 

私たちは毎年４月２日（４０２）をビルの温室効果ガス（ＣＯ２）排出量削減を考える日に提案します。 

日々の積み重ねこそ大切な地球温暖化防止対策であり、一年を振り返り、新たな一年を共に取り組みましょう。 

社社社団団団法法法人人人   日日日本本本ビビビルルルヂヂヂンンングググ協協協会会会連連連合合合会会会   中中中小小小ビビビルルル経経経営営営者者者連連連絡絡絡協協協議議議会会会   
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室温設定 
室温を 1℃変えただけで 

冷房時は約１０％ 

暖房時は約１３％ 

省エネになります 

空調運転時間 
すぐに暑く（寒く）なりません 

終業時の 1時間前に 

空調を停めると 

省エネになります 

残業時の空調 
1～2時間なら定時内の 

空調余熱（予冷）で 

停めても過ごせます 

省エネになります 

丌在の部屋 
人がいないのに 

空調していませんか？ 

個別空調ならこまめに停止 

省エネになります 

春秋は換気のみでも 
外気取り入れが可能なら 

冷暖房を停止して 

換気運転にしましょう 

省エネになります 

吹出口に障害物 
空調の吹出口に障害物があると

無駄な運転をします 

障害物を取り除くと 

省エネになります 

ブラインドの活用 
冷房時、昼間は下ろして日差し

を防ぎ、夜間は開けて熱を逃がし

ましょう 

省エネになります 

人がいないのに照明 
人がいない部屋や場所まで 

照明していませんか 

こまめに消灯すれば 

省エネになります 

残業時の照明 
一人しかいないのに 

全体を照明していませんか 

あなたの場所だけ点灯すれば 

省エネになります 

トイレ･給湯室 
誰もいないのに 

照明や換気をしていませんか 

こまめに消灯・停止すれば 

省エネになります 

太陽光は明るい 
日射の影響が少ない場所は 

ブラインドを開け太陽の光を 

利用してこまめに消灯 

省エネになります 

無駄な電気器具 
すぐ使わない電気器具は 

コンセントを抜きましょう 

 

省エネになります 

給湯器の利用 
夏の給湯は必要ですか 

お湯を使わなければ 

 

省エネになります 

ウォッシュレット 
洗浄水の温度設定 

が出来るときは 

低めに設定しましょう 

省エネになります 

夜の電気ポット 
退社時には電気ポットなど 

電熱器の電源は抜きましょう 

 

省エネになります 

給湯温度設定 
給湯温度を調節できるときは 

低めに設定しましょう 

 

省エネになります 

ウォーム便座 
便座の蓋はこまめに閉めましょう 

夏は温度設定を下げるか 

停めましょう 

省エネになります 

エレベーター利用 
ワンフロアの移動は階段で 

利用者の少ない時間帯は 

一部運転にご協力ください 

省エネになります 

 消費エネルギーを減らす行動はテナントの皆様の事業運営に伴う光

熱費コストの削減にもつながります。 

 また、ここに掲げた地球温暖化防止対策と光熱費削減はご自宅も

同じです。私たちの地球を守り、未来へつなぐために、ご一緒に省エ

ネルギーに取り組みましょう。 

開け放しの扉 
扉を開け放しにすると室内の 

冷（暖）気が逃げてしまいます 

扉は閉めておきましょう 

省エネになります 

照明器具の清掃や交換 
蛍光灯や反射板も汚れると明る

さは落ちて消費電力は変わりま

せん 清掃や交換をすれば 

省エネになります 

使わないコンピュータ 
席を離れるときは 

コンピュータの電源を切るか 

スタンバイモードに 

省エネになります 

空調負荷を知る 
日差しはもちろん、照明器具、 

コピー機、ＰＣなどの電気器具、

人体発熱も空調負荷になります 

ビビビルルルののの省省省エエエネネネにににははは、、、テテテナナナンンントトトののの皆皆皆様様様のののごごご協協協力力力ががが必必必要要要ででですすす   

いいいままますすすぐぐぐ出出出来来来るるる地地地球球球温温温暖暖暖化化化防防防止止止対対対策策策・・・・・・・・・あああなななたたたののの行行行動動動ががが地地地球球球ををを変変変えええるるる   

社社社団団団法法法人人人   日日日本本本ビビビルルルヂヂヂンンングググ協協協会会会連連連合合合会会会   中中中小小小ビビビルルル経経経営営営者者者連連連絡絡絡協協協議議議会会会   




